


                まえがき 

 

 2014 年 8 月、北九州市立大学に「中華ビジネス研究センター」（以下「本センター」）

が設置されて以来、今日に至るまで「実践中華ビジネス講座」の開催、海外協定先との共

同調査研究の遂行、「BS海外研修事業」の企画と実施、ビジネス支援などの各種事業を推

進してきた。本論文集は当センターによる 2016 年度の調査研究事業の成果物として編集

されたものである。 

 海外共同研究協力者として、香港中文大学国際ビジネス研究センター牧野成史教授とは

「九州企業のグローバル化調査」の継続、中国人民大学中国民営企業研究センターとは「中

国民営企業の経営構造」に関する調査研究、シンガポール南洋理工大学南洋公共管理研究

院院長劉宏教授、范昕研究員とは「一帯一路と東南アジア華商ネットワーク」に関する調

査研究を行ってきた。いずれも成長著しい東アジア地域との経済関係の強化策、ビジネス

スキーム構築戦略に関わるものである。 

 今年度はこれら調査研究成果を論文として提出したうえ、地域産業界向けに公開セミナ

ー開催による還元を行った。公開セミナーのテーマを『東アジア経済統合の新時代におけ

るビジネス連携スキームの探求』とし、「テーマ１ 日本企業の東アジア展開戦略」 、「テ

ーマ２ 東アジア地域資本の競争力変化」 、「テーマ３ 九州のインバウンド定着策の提案」 

に分けてパネルディスカッション形式で進めた。このようなテーマと開催時期設定の背景

としては、まず米国の大統領選挙の結果とその後の政策発表が引き起こした国際政治経済

情勢の混迷、想定される東アジア域内の経済統合の進展を挙げることができる。このよう

な大きな地殻変動がおこる中、東アジアビジネスを戦略的に展開している日系企業の成功

事例の紹介、現地の投資環境の実情やパートナーたるアジア現地系資本の競争力の変化如

何に関する情報の共有、特に震災後の景気回復に苦しむ九州経済振興をめぐるインバウン

ド外需の持続策の模索などが強く求められている。 

 本成果物は本研究センターの 2016 年度調査研究成果報告書（前記共同研究論文と共に

3月 2日に開催された「新春特別セミナー」における発表要稿を編入されたもの）として

製本されている。今後、本研究センターと東アジア地域交流先との人的ネットワークをベ

ースに、目に見える形で具体的な地域貢献に引き続き努めて参りたい所存である。 

海外協定先各位に海外との共同研究の遂行では多大な御負担をおかけし、研究発表会の

開催と論文集の作成に際して、本センター事務の麻生藍里子さんに多大な御尽力を頂きま

した。ここに関係者を代表して心から感謝の意を表したい。 
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